
会計区分 一般会計等

（単位：円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 41,278,874,483 固定負債 12,297,849,797
有形固定資産 34,233,907,057 地方債 11,183,239,797

事業用資産 13,950,098,814 長期未払金  -
土地 2,047,063,526 退職手当引当金 1,114,610,000
立木竹  - 損失補償等引当金  -
建物 29,957,042,046 その他  -
建物減価償却累計額 △ 18,764,769,817 流動負債 1,301,355,535
工作物 2,763,017,826 1年内償還予定地方債 1,171,682,488
工作物減価償却累計額 △ 2,063,819,950 未払金  -
船舶 1,728,541 未払費用  -
船舶減価償却累計額 △ 1,152,358 前受金  -
浮標等  - 前受収益  -
浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 100,613,927
航空機  - 預り金 29,059,120
航空機減価償却累計額  - その他  -
その他 616,000 負債合計 13,599,205,332
その他減価償却累計額  - 【純資産の部】
建設仮勘定 10,373,000 固定資産等形成分 46,947,054,801

インフラ資産 20,085,659,620 余剰分（不足分） △ 12,630,139,458
土地 3,198,475,018
建物 579,725,704
建物減価償却累計額 △ 515,845,329
工作物 31,617,017,425
工作物減価償却累計額 △ 14,793,713,198
その他  -
その他減価償却累計額  -
建設仮勘定  -

物品 1,387,281,767
物品減価償却累計額 △ 1,189,133,144

無形固定資産 6,002,728
ソフトウェア 295,920
その他 5,706,808

投資その他の資産 7,038,964,698
投資及び出資金 1,217,255,000

有価証券 21,750,000
出資金 1,195,505,000
その他  -

投資損失引当金  -
長期延滞債権 78,513,162
長期貸付金 1,525,900
基金 5,747,196,306

減債基金  -
その他 5,747,196,306

その他  -
徴収不能引当金 △ 5,525,670

流動資産 6,637,246,192
現金預金 940,599,712
未収金 25,928,756
短期貸付金  -
基金 5,668,180,318

財政調整基金 2,569,738,135
減債基金 3,098,442,183

棚卸資産 1,925,432
その他 3,100,593
徴収不能引当金 △ 2,488,619 純資産合計 34,316,915,343

資産合計 47,916,120,675 負債及び純資産合計 47,916,120,675

貸借対照表
   （令和  5  年  3  月  31  日 現在）



 自　令和  4  年  4  月  1  日
 至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分 一般会計等

（単位：円）

科目 金額

経常費用 11,173,384,018
業務費用 6,302,367,137

人件費 1,471,340,733
職員給与費 1,329,712,853
賞与等引当金繰入額 100,613,927
退職手当引当金繰入額  -
その他 41,013,953

物件費等 4,731,499,737
物件費 3,199,729,664
維持補修費 217,369,344
減価償却費 1,307,840,869
その他 6,559,860

その他の業務費用 99,526,667
支払利息 41,917,058
徴収不能引当金繰入額 9,602,635
その他 48,006,974

移転費用 4,871,016,881
補助金等 2,213,968,726
社会保障給付 1,567,429,294
他会計への繰出金 1,085,863,488
その他 3,755,373

経常収益 266,468,363
使用料及び手数料 126,480,151
その他 139,988,212

純経常行政コスト 10,906,915,655
臨時損失 49,965,585

災害復旧事業費 49,901,221
資産除売却損 64,364
投資損失引当金繰入額  -
損失補償等引当金繰入額  -
その他  -

臨時利益 64,222,208
資産売却益 64,222,208
その他  -

純行政コスト 10,892,659,032

行政コスト計算書



               自　令和  4  年  4  月  1  日
               至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分 一般会計等

（単位：円）
科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 32,910,567,539 47,807,361,907 △ 14,896,794,368

純行政コスト（△） △ 10,892,659,032 △ 10,892,659,032

財源 10,173,844,481 10,173,844,481

税収等 7,732,165,216 7,732,165,216

国県等補助金 2,441,679,265 2,441,679,265

本年度差額 △ 718,814,551 △ 718,814,551

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,648,633,368 1,648,633,368

有形固定資産等の増加 538,739,130 △ 538,739,130

有形固定資産等の減少 △ 1,442,231,695 1,442,231,695

貸付金・基金等の増加 1,130,995,272 △ 1,130,995,272

貸付金・基金等の減少 △ 1,876,136,075 1,876,136,075

資産評価差額  -  -

無償所管換等 788,326,262 788,326,262

その他 1,336,836,093  - 1,336,836,093

本年度純資産変動額 1,406,347,804 △ 860,307,106 2,266,654,910

本年度末純資産残高 34,316,915,343 46,947,054,801 △ 12,630,139,458

純資産変動計算書



 自　令和  4  年  4  月  1  日
 至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分 一般会計等
（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 9,840,638,130

業務費用支出 4,969,621,249
人件費支出 1,456,038,349
物件費等支出 3,436,880,401
支払利息支出 41,917,058
その他の支出 34,785,441

移転費用支出 4,871,016,881
補助金等支出 2,213,968,726
社会保障給付支出 1,567,429,294
他会計への繰出支出 1,085,863,488
その他の支出 3,755,373

業務収入 10,195,865,921
税収等収入 7,719,385,403
国県等補助金収入 2,211,696,265
使用料及び手数料収入 124,502,041
その他の収入 140,282,212

臨時支出 49,901,221
災害復旧事業費支出 49,901,221
その他の支出  -

臨時収入  -
業務活動収支 305,326,570
【投資活動収支】

投資活動支出 1,474,258,856
公共施設等整備費支出 404,413,798
基金積立金支出 1,069,845,058
投資及び出資金支出  -
貸付金支出  -
その他の支出  -

投資活動収入 2,150,814,115
国県等補助金収入 229,983,000
基金取崩収入 1,855,686,210
貸付金元金回収収入  -
資産売却収入 65,144,905
その他の収入  -

投資活動収支 676,555,259
【財務活動収支】

財務活動支出 2,074,214,062
地方債償還支出 1,194,947,103
その他の支出 879,266,959

財務活動収入 614,008,000
地方債発行収入 614,008,000
その他の収入  -

財務活動収支 △ 1,460,206,062
△ 478,324,233
1,389,864,825

911,540,592

前年度末歳計外現金残高 27,023,903
本年度歳計外現金増減額 2,035,217
本年度末歳計外現金残高 29,059,120
本年度末現金預金残高 940,599,712

資金収支計算書

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高



１．重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券････････････････････償却原価法(定額法)
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(売却原価は移動平均法により算定)
　イ　市場価格のないもの･･････････････････取得原価(または償却原価法(定額法))
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(売却原価は移動平均法により算定)
　イ　市場価格のないもの･･････････････････出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法、先入先出法、総平均法、移動平均法等による低価法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産(リース資産を除きます。)･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　　14年～50年
　　　　工作物　　10年～80年
　　　　物品　　　 1年～15年
②　無形固定資産(リース資産を除きます。)･････････定額法
　　　(ソフトウェアについては、当市における見込利用期間(5年)に基づく定額法
　　　によっています。)
③　リース資産
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法



①　徴収不能引当金
　　未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により(または個別に回収可能性
　を検討し)、徴収不能見込額を計上しています。
　　長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により(または個別に回収
　可能性を検討し)、徴収不能見込額を計上しています。
　　長期貸付金については、過去5年間の平均不納欠損率により(または個別に回収可
　能性を検討し)、徴収不能見込額を計上しています。
②　退職手当引当金
　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職
　手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益の
　うち南部町へ案分される額を加算した額を控除した額を計上しています。
③　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健
　全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上してい
　ます。
④　賞与等引当金
　　翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当
　額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　資金収支計算書における資金の範囲
　　現金(手許現金及び要求払預金)及び現金同等物
　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受
　払いを含んでいます。

(8)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①　物品及びソフトウェアの計上基準
　　物品については、取得価額または見積価格が50万円(美術品は300万円)以上の
　場合に資産として計上しています。
　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
②　資本的支出と修繕費の区分基準
　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、ま
　たは固定資産の取得価額等の概ね10％未満相当額以下であるときに修繕費として
　処理しています。

２．重要な会計方針の変更等
重要な会計方針の変更等はありません。

３．重要な後発事象
重要な後発事象はありません。

４．偶発債務
偶発債務はありません。

５．追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項



①　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　　一般会計
　　　学校給食センター特別会計
　　　農林漁業体験実習館事業特別会計
②　地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、
　　出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
　　計数としています。
③　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があり
　　ます。
④　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況は、次
　のとおりです。
　　実質赤字比率　　　　 －％
　　連結実質赤字比率　　 －％
　　実質公債費比率　　　7.6％
　　将来負担比率　　　　 －％
⑤　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　　　－　千円
⑥　繰越事業に係る将来の支出予定額　　　17,206　千円

(2)　貸借対照表に係る事項
①　売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
　売却予定とされている公共資産
　　事業用資産／土地　：65,021千円
②　地方交付税措置のある地方債のうち、後年度の普通交付税の算定基礎である基準
財政需要額に含まれることが見込まれる金額　　　　　　　　　　11,276,207　千円
③　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、
　次のとおりです。
　　将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　            17,303,409　千円
　　充当可能基金額　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 11,719,089　千円
　　特定財源見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   51,286　千円
　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　　　 　　 11,276,207　千円

(3)　純資産変動計算書に係る事項
　純資産における固定資産等形成分及び余剰分(不足分)の内容
　①　固定資産等形成分
　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上して
　　います。
　②　余剰分(不足分)
　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4)　資金収支計算書に係る事項
①　基礎的財政収支
    　業務活動収支　　　　　　305,327　千円
    　　支払利息支出　 　　　　41,917　千円
    　投資活動収支　　　　　　676,555　千円
    　　基金積立金支出　　　1,069,845　千円
    　　基金取崩収入　　　　1,855,686　千円
　　　基礎的財政収支　　　　　237,958　千円

②　一時借入金
　　資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
　　なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
　　　一時借入金の限度額　700,000　千円


